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男鹿市告示第５１号 

 

 男鹿市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認等に関する要綱

の一部を改正する告示を次のとおり定める。 

 

  令和５年４月１日 

 

男鹿市長 菅  原  広  二  

 

男鹿市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認等に関する

要綱の一部を改正する告示 

 男鹿市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認等に関する要綱

（令和３年告示第３４号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （特定地域型保育事業者の確認の変更
の申請等） 

 （特定地域型保育事業者の確認の変更
の申請等） 

第 10 条 法第 44条の規定に基づき確認
の変更を受けようとする者は、男鹿市
特定地域型保育事業者確認変更申請書
（様式第 11 号）に市長が定める書類を
添えて市長に提出しなければならな
い。 

第 10 条 法第 44条第 1項の規定に基づ
き確認の変更を受けようとする者は、
男鹿市特定地域型保育事業者確認変更
申請書（様式第 11号）に市長が定める
書類を添えて市長に提出しなければな
らない。 

２ （略） ２ （略）  

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 

 様式第１号を次のように改める。 

様式第１号（第３条関係） 
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男鹿市特定教育・保育施設確認申請書 

 

  年  月  日 

 

（提出先）男鹿市長  

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者の氏名              

 

子ども・子育て支援法第31条第１項の規定に基づき、特定教育・保育施設の確認を受けたい

ので、次のとおり申請します。 

施 
 

 
 

 
 

 

設 

名 称  

教育・保育施設の種類 

□認定こども園（□幼保連携型 □幼稚園型  

□保育所型 □地方裁量型） □幼稚園 □保育所 

設 置 の 場 所  

連 絡 先  

管 理 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

設  

置  

者 

名 称  

主たる事務所 

所 在 地  

連 絡 先  
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代 表 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

職 名  

事 業 の 開 始 の 予 定 年 月 日        年    月    日 

利
用
定
員
及
び
そ
の
内
訳 

子ども・子育て支援法第19条

第２号及び第３号に掲げる

小学校就学前子どもの数 

 

 

年 齢 定員 認可定員 

２ 号   

 幼児（３歳）  

幼児（４歳）  

幼児（５歳）  

３ 号   

 乳児（０歳）  

幼児（１歳）  

幼児（２歳）  
  

子ども・子育て支援法第19

条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの数 

 

年 齢 定員 認可定員 

１ 号   

 幼児（３歳）  

幼児（４歳）  

幼児（５歳）  
  

添
付
書
類 

＜設置者＞ 

□ 定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等（登記事項証明書を除き、イン

ターネットを利用してこれらに掲げる事項を閲覧できる場合には不要） 
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□ 認可証又は認定証等の写し 

□ 子ども・子育て支援法第40条第２項に規定する申請をすることができない者に該当し

ないことを誓約する書面（誓約書） 

□ 役員の氏名、生年月日及び住所の一覧表 

□ 当該事業に係る資産の状況 

＜施設＞ 

□ 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示するもの） 

□ 設備の概要 

□ 運営規程 

□ 利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態の一覧表 

□ 施設型給付費等の支給口座情報（既に市の登録を受けている場合を除く） 

□ 支給認定子どもを選考する場合の基準 

□ 入園に係る重要事項説明書 ※後日提出可 

 

 様式第２号を次のように改める。 

様式第２号（第３条関係） 

 

男鹿市特定教育・保育施設確認通知書 

 

  年  月  日 

               様 

男鹿市長          

  

子ども・子育て支援法第31条第１項の規定に基づき、下記のとおり施設型給付費の支給に係
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る施設として確認したので通知します。 

記 

名   称  

教育・保育施設の種類  

設置の場所  

確認年月日        年    月    日 

利
用
定
員
及
び
そ
の
内
訳 

子ども・子育て支援法第19条

第２号及び第３号に掲げる

小学校就学前子どもの数 

 

 

年 齢 定員 認可定員 

２ 号  

 

 

幼児（３歳）  

幼児（４歳）  

幼児（５歳）  

３ 号  

 

 

乳児（０歳）  

幼児（１歳）  

幼児（２歳）  

  

子ども・子育て支援法第19

条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの数 

 

年 齢 定員 認可定員 

１ 号   

 幼児（３歳）  

幼児（４歳）  

幼児（５歳）  
  

 

 様式第３号を次のように改める。 

様式第３号（第４条関係） 
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男鹿市特定教育・保育施設確認変更申請書 

 

  年  月  日 

 

（提出先）男鹿市長 

 

所  在  地                           

申請者（法人等）名  称              

代表者の氏名              

 

子ども・子育て支援法第32条第１項の規定に基づき、特定教育・保育施設の確認の変更を受け

たいので、次のとおり申請します。 

 

施 
 

 
 

 
 

 

設 

名 称  

教育・保育施設の種類 

□認定こども園（□幼保連携型 □幼稚園型 

□保育所型 □地方裁量型） □幼稚園 □保育所 

設 置 の 場 所  

連 絡 先  

管 理 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

設

置

者

設

 

置

 

者 
 
 
 
 

名 称  

主たる事務所 所 在 地  
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連 絡 先  

代 表 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

職 名  

利
用
定
員
及
び
そ
の
内
訳 

子ども・子育て支援法第19条

第２号及び第３号に掲げる

小学校就学前子どもの数 

 

年 齢 変更前 変更後 認可定員 

２ 号    

 幼児（３歳）   

幼児（４歳）   

幼児（５歳）   

３ 号    

 乳児（０歳）   

幼児（１歳）   

幼児（２歳）   
  

子ども・子育て支援法第 19

条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの数 

 

年 齢 変更前 変更後 認可定員 

１ 号    

 幼児（３歳）   

幼児（４歳）   

幼児（５歳）   
  

利 用 定 員 を 増 加 

し よ う と す る 年 月 日 

          年    月    日 
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利 用 定 員 を 増 加 

し よ う と す る 理 由 

 

添 付 書 類 

□ 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示するもの） 

□ 設備の概要 

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態の一覧表 

注 □のある欄は、該当する□内に、レ印を記入してください。 

 

 様式第４号を次のように改める。 

様式第４号（第４条関係） 

 

男鹿市特定教育・保育施設確認変更通知書 

 

  年  月  日 

         様 

男鹿市長            

 

子ども・子育て支援法第32条第１項の規定に基づき、下記のとおり確認の変更をしたので通

知します。 

記 

名   称  

教育・保育施設の種類  
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設置の場所  

確認年月日        年    月    日 

利
用
定
員
及
び
そ
の
内
訳 

子ども・子育て支援法第19条

第２号及び第３号に掲げる

小学校就学前子どもの数 

 

 

年 齢 定員 認可定員 

２ 号  

 

 

幼児（３歳）  

幼児（４歳）  

幼児（５歳）  

３ 号  

 

 

乳児（０歳）  

幼児（１歳）  

幼児（２歳）  
  

子ども・子育て支援法第19

条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの数 

 

年 齢 定員 認可定員 

１ 号   

 幼児（３歳）  

幼児（４歳）  

幼児（５歳）  
  

 

 様式第６号を次のように改める。 

様式第６号（第６条関係） 

 

男鹿市特定教育・保育施設利用定員減少届 

 

  年  月  日 
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（提出先）男鹿市長 

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者の氏名              

 

子ども・子育て支援法施行規則第34条の規定に基づき、利用定員の減少をしたいので、次の

とおり届け出ます。 

 

施

設 

名 称  

教育・保育施設の種類 

□認定こども園（□幼保連携型 □幼稚園型  

□保育所型 □地方裁量型） □幼稚園 □保育所 

設 置 の 場 所  

連 絡 先  

管 理 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

設

置

者 

名 称  

主たる事務所 

所 在 地  

連 絡 先  

代 表 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  
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職 名  

利
用
定
員
及
び
そ
の
内
訳 

子ども・子育て支援法第 19

条第２号及び第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの数 

 

年 齢 変更前 変更後 認可定員 

２ 号    

 幼児（３歳）   

幼児（４歳）   

幼児（５歳）   

３ 号    

 乳児（０歳）   

幼児（１歳）   

幼児（２歳）   

  

子ども・子育て支援法第 19

条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの数 

 

年 齢 変更前 変更後 認可定員 

１ 号    

 幼児（３歳）   

幼児（４歳）   

幼児（５歳）   
  

利 用 定 員 を 減 少 

し よ う と す る 年 月 日 

年    月    日 

利 用 定 員 を 減 少 

す る 理 由 

 



12 

 

現に利用している小学校就学前 

子 ど も に 対 す る 措 置 

 

 

 様式第７号を次のように改める。 

様式第７号（第７条関係） 

 

男鹿市特定教育・保育施設利用定員内訳変更届 

 

  年  月  日 

 

（提出先）男鹿市長 

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者の氏名              

 

利用定員の内訳を変更したいので、次のとおり届け出ます。 

施

 

設 

名 称  

教 育 ・ 保 育 施 設 の 種 類 

□認定こども園（□幼保連携型 □幼稚園型 

□保育所型 □地方裁量型） □幼稚園 □保育所 

設 置 の 場 所  
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連 絡 先  

管 理 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

設

置

者 

名 称  

主たる事務所 

所 在 地  

連 絡 先  

代 表 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

職 名  

利
用
定
員
の
内
訳 

子ども・子育て支援法第 19

条第２号及び第３号に掲げ

る小学校就学前子どもの数 

 

年 齢 変更前 変更後 認可定員 

２ 号    

 幼児（３歳）   

幼児（４歳）   

幼児（５歳）   

３ 号    

 乳児（０歳）   

幼児（１歳）   

幼児（２歳）   
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子ども・子育て支援法第 19

条第１号に掲げる小学校就

学前子どもの数 

 

年 齢 変更前 変更後 認可定員 

１ 号    

 幼児（３歳）    

幼児（４歳）    

幼児（５歳）    
  

利 用 定 員 の 内 訳 を 変 更 

し よ う と す る 年 月 日 

        年    月    日 

利 用 定 員 の 内 訳 を 変 更 

す る 理 由 

 

 

様式第１０号を次のように改める。 

様式第１０号（第９条関係） 

 

男鹿市特定地域型保育事業者確認通知書 

 

  年  月  日 

 

           様 

 

男鹿市長            
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子ども・子育て支援法第43条第1項の規定に基づき、下記のとおり地域型保育給付費の支給

に係る事業者として確認したので通知します。 

 

記 

 

 

名   称  

事業の種類 

□小規模保育（□Ａ型 □Ｂ型 □Ｃ型） 

□家庭的保育 □事業所内保育 □居宅訪問型保育 

所 在 地  

確認年月日  

利用定員 

子ども・子育て支援法

第 19 条第３号に掲げ

る小学校就学前子ども

の数 

 

年 齢 定員 

３ 号  

 乳児（０歳）  

幼児（１歳）  

幼児（２歳）  
  

地域枠の人数 

（事業所内保育のみ） 

人 

 

様式第１１号を次のように改める。 

様式第１１号（第１０条関係） 

 

男鹿市特定地域型保育事業者確認変更申請書 
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  年  月  日 

 

（提出先）男鹿市長 

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者の氏名              

 

子ども・子育て支援法第44条の規定に基づき、特定地域型保育事業者の確認の変更を受けた

いので、次のとおり申請します。 

 

事

業

所 

名 称  

地 域 型 保 育 事 業 

の 種 類 

□小規模保育（□Ａ型 □Ｂ型 □Ｃ型） 

□家庭的保育 □事業所内保育 □居宅訪問型保育 

所 在 地  

連 絡 先  

管 理 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

申

請

者 

名 称  

主たる事務所 

所 在 地  

連 絡 先  

代 表 者 

フリガナ  

氏 名  
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生年月日  

住 所  

職 名  

利 用 定 員 

及 び そ の 内 訳 

 

年 齢 変更後 変更前 

３ 号   

 乳児（０歳）   

幼児（１歳）   

幼児（２歳）   
  

う ち 地 域 枠 の 人 数 

（ 事 業 所 内 保 育 の み ） 
               人 

利 用 定 員 を 増 加 

し よ う と す る 年 月 日 

          年    月    日 

利 用 定 員 を 増 加 

し よ う と す る 理 由 

 

添 付 書 類 

□ 事業所の平面図（各室の用途を明示するもの） 

□ 設備の概要 

□ 従業者の勤務の体制及び勤務形態の一覧表 

(注) □のある欄は、該当する□内にレ印を記入してください。 

 

様式第１２号を次のように改める。 

様式第１２号（第１０条関係）  
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男鹿市特定地域型保育事業者確認変更通知書 

 

  年  月  日 

 

          様 

 

男鹿市長             

 

子ども・子育て支援法第44条の規定に基づき、下記のとおり確認の変更をしたので通知しま

す。 

 

記 

 

 

名   称  

事業の種類 

□小規模保育（□Ａ型 □Ｂ型 □Ｃ型） 

□家庭的保育 □事業所内保育 □居宅訪問型保育 

所 在 地  

確認変更年月日  

増加後の 

利用定員 

 

子ども・子育て支援法

第 19 条第３号に掲げ

る小学校就学前子ども

の数 

 

年 齢 定員 

３ 号  

 乳児（０歳）  

幼児（１歳）  

幼児（２歳）  
  



19 

 

うち地域枠の人数（事

業所内保育のみ） 

   人 

 

様式第１３号を次のように改める。 

様式第１３号（第１１条関係） 

 

男鹿市特定地域型保育事業者申請事項変更届 

 

  年  月  日 

（提出先）男鹿市長 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者の氏名              

 

特定地域型保育事業者の申請事項に変更が生じたので、子ども・子育て支援法施行規則第41

条第1項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。 

 

事
業
所 

名 称  

所  在  地  

連 絡 先  

変

更

事

項 

□  事業所の名称及び所在地 

□  申請者の名称及び主たる事業所の所在地並びに代表者に関する事項 

□  定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等に関する事項 

□  事業所の平面図及び設備の概要に関する事項 

□  管理者の氏名、生年月日及び住所に関する事項 

□  運営規程   
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□  地域型保育給付費等の支給口座情報に関する事項 

□  役員の氏名、生年月日及び住所に関する事項 

□  連携施設の名称に関する事項 

変 更 内 容  

変 更 理 由  

変 更 年 月 日          年    月    日 

注 １ □のある欄は、該当する□内にレ印を記入してください。 

２ 変更届のほかに、必要に応じて変更後の書類を添付してください。 

３ 管理者又は役員に変更がある場合は、誓約書を添付してください。 

４ 登記事項証明書以外の定款、寄附行為、条例等に関する変更の場合、インターネット

を利用して変更後の当該事項を閲覧できるときは、変更後の書類の添付は不要です。 

 

様式第１４号を次のように改める。 

様式第１４号（第１２条関係） 

 

男鹿市特定地域型保育事業者利用定員減少届 

 

  年  月  日 

 

（提出先）男鹿市長 

 

所 在 地              

申請者（法人等） 名 称              

代表者の氏名              

 

子ども・子育て支援法施行規則第41条第３項において準用する同府令第34条の規定に基づ

き利用定員の減少をしたいので、次のとおり届け出ます。 
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事

業

所 

名 称  

特 定 地 域 型 保 育 

事 業 の 種 類 

□小規模保育（□Ａ型 □Ｂ型 □Ｃ型）  

□家庭的保育 □事業所内保育 □居宅訪問型保育 

所 在 地  

連 絡 先  

管 理 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

申

請

者 

名 称  

主たる事務所 

所 在 地  

連 絡 先  

代 表 者 

フリガナ  

氏 名  

生年月日  

住 所  

職 名  

利 用 定 員 

及 び そ の 内 訳 

 

年 齢 変更後 変更前 

３ 号   

 乳児（０歳）   

幼児（１歳）   

幼児（２歳）   
  

う ち 地 域 枠 の 人 数 

（ 事 業 所 内 保 育 の み ） 
              人 
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利 用 定 員 を 減 少 

し よ う と す る 年 月 日 

         年    月    日 

利 用 定 員 を 減 少 

す る 理 由 

 

現に利用している小学校就学前

子 ど も に 対 す る 措 置 

 

 

   附 則 

 この告示は、令和５年４月１日から施行する。 


